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拝啓　時下ますますご清祥のこととお喜び申しあげます。
　本会の事業活動には、平素より格別のご支援・ご協力を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、公営住宅の管理については、少子高齢化の進展や入居世帯の多様化に伴い、住民ニーズに的確に対
応した柔軟な入居管理システムが求められています。一方で、入居者の家賃滞納や近隣への迷惑行為・無断
増改築などさまざまな問題があります。これらの課題に対応し、適正な管理・維持を進めるためには公平・
中立的な立場で適正な判断が求められます。
　そこで本講座では、公営住宅管理に関して担当者が知っておくべき民法の基礎知識から公営住宅の管理に
関係する一連の法律知識をわかりやすく解説いたします。公営住宅の使用関係、入居者の費用償還請求、明
渡請求の法的手続のほか具体的な事例も紹介いたします。また、場面別の各種トラブルにおける対応も学べ
る内容となっております。
　時節柄、公務ご多忙の折とは存じますが、この機会に関係各位多数のご参加をおすすめ申し上げます。



大学法学研究科博士前期課程修了。平成16年弁
護士登録、弁護士法人淀屋橋・山上合同に入
所。平成28年梅田中央法律事務所開設。
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